
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契 約 図 書 



業務位置図

境港市中野町

ふ頭用地
  6.7ha緑地

1.1ha



規　　　格 単位 当初 変更 摘　　　要

　

設計計画 式 1

性能規定の設定資料 式 1

利用・自然条件設定 地点 1

土質資料整理解析 式 1

港内静穏度解析（高山法） ケース 6

港外波浪条件の設定 式 1

計算モデルの作成 ケース 1

計算の実施 ケース 1

計算結果の整理 ケース 1

設計波の算定 ケース 3

照査用震度算定 地点 1

地震応答液状化の判定 ケース 3

地盤改良工法の検討 ケース 3

比較構造形式の抽出 ケース 6

永続状態および変動状態の安定性の照査 ケース 6

概算数量算定 ケース 6

概算工費算定 ケース 6

総合的な比較・検討 ケース 6

図面作成 平面図、縦断図、標準断面図 枚 7

報告書作成 式 1

協議・報告 初回・中間1回・最終 回 3

照査 式 1

構造諸元の選定

数　量　総　括　表

費目・工種・施工名称等

護岸・岸壁・物揚場

設計業務

予備設計

設計計画

資料収集・整理

設計条件

構造形式の抽出

安定性の照査

図面作成

成果

協議・報告

照査

直接経費



規　　　格 単位 当初 変更 摘　　　要

数　量　総　括　表

費目・工種・施工名称等

式 1

式 1

式 1

業務成果品費

事務用品費

旅費交通費（設計）



【共通】 

  業務名 ： 外港中野地区ふ頭用地造成工事「護岸予備設計業務委託」  

特 記 仕 様 書 

 第１（目的・主旨） 

 当事業は、水深12m 岸壁を有する中野地区において、「より効率的な荷役作業の実現」および「船舶大型化へ

の対応」のためふ頭用地造成を実施するものである。 

本業務は、ふ頭用地造成に係る護岸の予備設計を行う。 

 

 第２（適用範囲） 

本業務の履行に当たっては、特に定めのない限り、調達公告日時点で最新の「測量業務共通仕様書」、「設計業

務共通仕様書」、「地質・土質調査共通仕様書」、「鳥取県県土整備部用地調査等業務共通仕様書」、「鳥取県

県土整備部地盤変動影響調査等標準仕様書」、「発注者支援業務共通仕様書（試行）」

(https://www.pref.tottori.lg.jp/45149.htm)、「港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書（令和8 年3 月）」、この特

記仕様書によるほか、別添の外港中野地区ふ頭用地造成工事「護岸予備設計業務」特記仕様書によること。 
 

編 章 節 条 見 出 し 項 特記及び追加仕様事項 

追加    業務内容  設計業務 

 護岸予備設計 

 

一式 

追加    資料の貸与及び返

却 

  本業務において必要となる資料については、初回打合せ時

において、双方確認し貸与することとする。 

追加    関係官公庁への手

続き等 

  関係機関と協議が必要となることが想定される場合には、調

査職員に速やかに報告すること。 

追加 １   地元関係者との交

渉等 

 ・業務期間内に事業説明会は予定していないが、行った場合

はその結果を設計に反映させる必要があるため、調査職員に

協議すること。 

・個人情報の取扱については、個人の権利利益を侵害するこ

とのないよう留意するとともに、情報を収集する際には、目的の

範囲内で行うこと。 

追加    成果物の提出  成果物は、下記のとおりとする。 

・報告書 １部 

・概要版 １部 

・図面（Ａ３縮小版） １部 

   ・電子媒体 ２部 

（CD-R、DVD-R、HDD 又はフラッシュメモリー等） 

・その他参考資料 

 その他参考資料とは、業務遂行にあたって収集・活用した資

料について報告書にとりまとめることを言う。 

 また、本業務は、電子納品対象業務であり、https://www.pr

ef.tottori.lg.jp/171188.htmに掲載された本業務調達公告日時

点で最新の「鳥取県電子納品・情報共有運用ガイドライン」に

よること。 

追加    関連業務  当初契約時点で、関連する他の業務無し。 

追加    疑義等   本業務を遂行するうえで疑義を生じた場合は、調査職員と

協議し、速やかに処理すること。 



【共通】 

編 章 節 条 見 出 し 項 特記及び追加仕様事項 

追加    労働環境の改善に

向けた取組 

 本業務の実施にあたっては、受発注者双方の労働環境の

改善を図るため、「労働環境の改善に向けた取組について（平

成 29 年 1 月 31 日付第 201600158128 号県土整備部長通

知）」に基づき、受発注者双方でワンデーレスポンス、ウェンズデ

ー・ホーム等の労働環境の改善に向けた取組を実施すること。 

受注者は初回協議時、ウィークリースタンスの取組み内容を

協議することとし、業務完了時、技術企画課メールアドレス(gij

utsukikaku@pref.tottori.lg.jp)に「ウィークリースタンス実施報告シ

ート」(https://www.pref.tottori.lg.jp/274312.htm)を提出するこ

と。 

追加    遠隔臨場  本業務は遠隔臨場の対象である。遠隔臨場の活用を希望

する場合は、https://www.pref.tottori.lg.jp/307254.htm に掲

載された本業務調達公告日時点で最新の「鳥取県建設工

事・測量等業務の遠隔臨場に関する実施要領」によること。 

追加    設計変更等取扱

要領 

 設計変更等については、https://www.pref.tottori.lg.jp/3032

05.htm に掲載された最新の「測量等業務設計変更等取扱要

領」によること。 

追加    情報共有システム  情報共有システムを利用すること。 

ただし、情報共有システムの利用を希望しない場合は、調

査職員と協議の上、紙書類によることができる。 

情報共有システムの利用に当たっては、https://www.pref.t

ottori.lg.jp/171188.htm に掲載された本業務調達公告日時点

で最新の「鳥取県電子納品・情報共有運用ガイドライン」によ

ること。 

追加    BIM/CIM 適用  【受注者希望型の場合】 

本業務は BIM/CIM適用対象である。 BIM/CIM適用を希

望する場合は https://www.pref.tottori.lg.jp/287478.htm に載

された本業務調達公告日時点で最新の「鳥取県BIM/CIM適

用業務実施要領」によること。 

追加    担当技術者の実

施状況報告書 

 「鳥取県県土整備部測量等業務総合評価競争入札実施

要領」（https://www.pref.tottori.lg.jp/94275.htm）第 7 条(2)ウ

に係る担当技術者（以下「主たる担当技術者」という。）を配置

する場合の取り扱いは以下のとおりとする。 

・担当技術者のうち、主たる担当技術者は 3 人までとする。 

・業務計画書において、担当技術者のうち、誰が主たる担

当技術者であるか明確にすること。 

・原則、主たる担当技術者は、担当する業務の打合せに出

席すること。 

・受注者は設計業務等が完了したときは、「担当技術者の

実施状況報告書」を提出すること。 

追加    賃金又は物価の変

動に基づく業務委

託料の変更の取扱

い 

 本業務は「測量等業務における賃金又は物価の変動に基

づく業務委託料の変更の取扱い」（令和 8 年3 月5 日付第2

02500244570 号県土整備部長通知）の対象である。 

請求等の取扱いについては、https://www.pref.tottori.lg.jp/

326731.htmに掲載された本業務調達公告日時点で最新の取

扱いによること。 

追加    履行報告  受注者は契約書第15条の規定に基づき、毎月初めに履行

報告書を作成し、調査職員に提出すること。 

追加    その他  工期内においても、調査職員から成果品の一部の提出を求

める場合があるので、速やかに提出すること。 

 



【設計業務】 
 

編 章 節 条 見 出 し 項 特記及び追加仕様事項 

１ １  １１０６ 管理技術者 ３ 資格要件は調達公告による。 

１ １  １１０７ 照査技術者及び

照査の実施 

１  本業務は、照査技術者を定め照査を実施する。なお、照査に

当たっては、「詳細設計照査要領」及び、調査職員の指示によ

ること。 

３ 資格要件は調達公告による。 

１ １  １１１０ 打合せ等 ２ 

４ 

 本業務における打合せ協議は、下記の主要な区切において

行うこととし、３回を予定している。 

   ・当初・中間・成果納品時 

 なお、業務着手時及び業務完了時には管理技術者は立ち会

うこと。 

１ ２  １２０１ 使用する技術基

準等 

 最新の技術基準及び参考図書に加えて、「機械式鉄筋定着

工法の配筋設計ガイドライン」を用いて業務の実施にあたるもの

とする。 

１ ２  １２０９ 設計業務の条件 １ 【設計条件】  

 設計条件は、初回打合せ時に確認することとする。 

９ 【建設副産物・リサイクル】  

鳥取県建設リサイクル指針、県土整備部リサイクル製品使用

基準等に基づき、リサイクル製品、鳥取県認定グリーン商品等の

積極的活用を図ること。 

なお、リサイクル計画書の作成に当たり、他工事への搬出可

能量等については調査職員に協議すること。 

１１ 【コスト縮減】 

設計に当たっては、完成後の維持管理を含めたライフサイクル

コストを考慮し、総合的な評価により工法等を検討すること。 

追加    関係機 関協 議

（資料作成） 

  当初時点で、関係機関協議資料作成は想定していないが、

業務期間中に必要となった場合は、発注者より指示するため、

協議に応じること。 

追加    その他  維持管理の観点から、形状、構造、使用材料、施工方法等

について、十分配慮した設計とすること。 

 

鳥取県景観形成条例に基づき、「景観評価リスト」を作成す

ること。作成に必要な費用については、変更の対象とする。 
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外港中野地区ふ頭用地造成工事「護岸予備設計業務委託」 

特記仕様書

1． 業務概要 

本業務は、境港外港中野地区におけるふ頭用地造成に係る護岸の予備設計を行うものである。 

 

2． 適用範囲 

本業務の履行に当たっては、特に定めのない限り、調達公告日時点で最新の「設計業務共通仕様

書」、「港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書」および特記仕様書（共通・設計）によるほか、こ

の特記仕様書によること。 

 

3． 業務内容 

業務名称 業務内容 単位 数量 摘要 

設計計画  式 １  

協議・報告  回 ３ 初回・中間１回・最終 

資料収集・整理 性能規定の設定資料 式 １  

設計条件 

利用・自然条件設定 地点 １  

土質資料整理解析 式 １ １地点、ボーリング４本 

港内静穏度解析（高山法） ケース ６ 現況、完成時の２形状 

港外波浪条件の設定 式 １ （エネルギー平衡方程式） 

計算モデルの作成 ケース １ （エネルギー平衡方程式） 

計算の実施 ケース １ （エネルギー平衡方程式） 

計算結果の整理 ケース １ （エネルギー平衡方程式） 

設計波の算定 ケース ３ （エネルギー平衡方程式） 

照査用震度算定 地点 １  

地震応答液状化の判定 ケース ３ ３工区 

地盤改良工法の検討 ケース ３ １地点、３工法 

構造形式の抽出 比較構造形式の抽出 ケース ６ ３工区、２構造形式 

安定性の照査 永続状態及び変動状態 ケース ６ ３工区、２構造形式 

構造諸元の選定 
概算数量、概算工費算定、

総合的な比較・検討 
ケース ６ ３工区、２構造形式 

図面作成  
枚 ７ 

平面図１、縦断図３、標準断

面図３ 

成果 報告書作成 式 １  

照査  式 １  
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4． 提供資料 

   令和２年度 高潮・高波等に対する耐波性能確認に係る波浪変形計算業務 

令和５年度 外港中野地区ふ頭用地造成工事「測量業務委託」 

令和７年度 外港中野地区ふ頭用地造成工事「地質調査業務委託」  

 

5． 業務仕様 

5.1  総則 

本特記仕様書に定めのない事項については、「港湾設計・測量・調査等業務共通仕様書」（国土交

通省港湾局（令和８年３月）の定めによるものとする。なお、共通仕様書の改訂により実施内容に

変更が生じた場合は、調査職員と協議し実施するものとする。 

 

5.2  設計計画 

(1) 設計計画 

設計に先立ち、業務の目的及び内容を把握し、業務の手順及び遂行に必要な立案するものとする。 

(2) 使用する図書 

 ① 「港湾の施設の技術上の基準・同解説」（日本港湾協会（平成３０年５月））を参考に設計業務を

実施することができる。 

 ② 上記①以外の図書を設計に用いる場合は、調査職員と協議しなければならない。 

(3) 設計手法 

「港湾の施設の技術上の基準・同解説」に記載されている手法によらない場合は、あらかじめ調

査職員と協議しなければならない。 

 

5.3  協議・報告 

本業務の遂行にあたっては、調査職員と十分な打合わせを行うものとし、初回協議１回、中間報

告１回、最終報告１回の計３回行うものとする。 

 

5.4  資料収集・整理 

5.4.1 性能規定の設定資料 

 ① ふ頭用地に整備する護岸の性能規定を具体的に設定するための設定要件等の収集及び整理を行

う。 

 ② 収集・整理した資料及び調査職員が提示する資料に基づき、施設の要求性能を満足するための性

能規定値について検討し適正な値を提案する。 

 ③ 設計に使用する性能規定値は、調査職員の承諾を得るものとする。 

 

5.5  設計条件の設定 

5.5.1 利用・自然条件設定 

   ふ頭用地に整備する護岸の予備設計を行うにあたっての利用条件、自然条件などの設計条件を整

理・設定する。なお、設計区間は１地点（３工区（東側、南側、西側）を含む）とする。なお、東

側護岸は、将来岸壁に変更となる計画があるため、その利用に対応可能な条件を設定すること。 
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5.5.2 土質資料整理解析 

提供資料である土質調査報告書に基づいて土質資料を整理・解析し、所用の土質条件（土質モデ

ル、地盤定数等）を設定する。土質条件の設定は１地点とし、ボーリング本数は４本とする。 

5.5.3 波浪変形計算 

(1) 港内波浪変形計算（高山法） 

 ① 港内静穏度解析（高山法） 

波浪条件を設定するにあたって、高山法を用いて港内波浪変形計算を行い、現況及び完成時の港

口部から護岸に至る間の港内静穏度を算出する。 

(2) 港外波浪変形計算 

   エネルギー平衡方程式を用いて、沖合から港口部までの波浪変形計算を行い、港内波浪変形計算

に用いる港口部波浪条件を検討する。潮位は H.W.L.の１潮位とし、波向は１方向とする。 

 ① 港外波浪条件の設定 

   再現期間５０年の沖波諸元について、沖合からの入射波浪として、波向１ケース×１潮位の計１

ケースを設定する。 

 ② 計算モデルの作成 

港外波浪変形計算の計算モデルとして、波向１ケースについて、沖波周期を考慮して水深（地形）

データを作成する。 

 ③ 計算の実施 

上記、計算モデルを用いてエネルギー平衡方程式により、波向１ケース×１潮位の計１ケースの

港外波浪変形計算を実施する。 

 ④ 計算結果の整理 

港外波浪変形計算結果１ケースを整理し、港口部の波浪条件を設定する。 

 ⑤ 設計波の算定 

波浪変形計算によって得られた堤前波の計算結果に対して各工区（東側、南側、西側）で１ケー

スの計３ケース、浅水変形、砕波変形の計算を行って設計波を算定する。 

5.5.4 照査用震度算定 

一次元の地震応答解析により、レベル１地震動の照査震度を算出する。 

5.5.5 地震応答液状化の判定 

一次元の応答解析により、レベル１地震動に対する現地盤および背面埋立地盤の液状化予測およ

び判定を行う。液状化予測および判定を行うケース数は、各工区（東側、南側、西側）で１ケース

の計３ケースとする。 

5.5.6 地盤改良工法の検討 

   構造形式抽出にあたり、想定される地盤改良工法を検討し設定する。地盤改良工法の検討は、１

地点に対して３工法を対象とし、計３ケースとする。 

 

5.6  比較構造形式の抽出 

   設計条件、性能規定に基づいて、構造形式の異なる比較案を抽出する。比較構造形式は設計区間

３工区（東側、南側、西側）で各２ケース計６ケースとする。 

   抽出した構造形式の標準断面図、平面図等必要な図面の作成を行い、調査職員に提出する。 

   なお、想定する地盤改良工法も含み抽出した各構造形式について、調査職員と協議し選定する。 
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5.7  安定性の照査 

   抽出した比較構造形式（設計区間３工区（東側、南側、西側）で各２ケース計６ケース）につい

て、性能規定等に基づき安定性の照査を行う。 

5.7.1 永続状態の安定性照査 

    永続状態において、安定性の照査を行う。 

5.7.2 変動状態（波浪時）の安定性照査 

    変動状態（波浪時）において、安定性の照査を行う。 

5.7.3 変動状態（レベル１地震時）の安定性照査 

    変動状態（レベル１地震時）の安定性照査の必要性を判定図に基づいて判定する。 

 

5.8  構造形式の選定 

   安定性を照査した構造形式および構造諸元に対して、概算数量および概算工費（標準的な維持管

理費含む）の算定、安定性、耐久性、経済性、施工性および維持管理性等の検討を踏まえて総合的

な比較・検討を行い、最適な構造断面を決定する。 

   なお、最適な構造断面を決定する際には、調査職員と協議し決定する。 

 

5.9  図面作成 

選定した構造諸元について、標準断面図、平面図、その他必要な図面を作成する。図面は、標準

断面図３工区=３枚、平面図１地点=１枚、縦断図３工区=３枚の計７枚とする。図面には、現在及

び設計供用期間末における潮位を併記する。 

 

6． 照査 

本業務の内容について、照査技術者により照査を行わなければならない。 

 

7． その他 

7.1  関係官公庁への手続き等 

   本業務に必要な関係官公庁等への諸手続については、調査職員と協議の上、受注者の責任におい

て迅速に処理すること。 

 

7.2  疑義 

   業務を遂行する上で、疑義を生じた場合は、調査職員と協議し速やかに処理すること。 

 

7.3  資料の貸与及び返却 

   本業務において必要となる資料は、業務着手時の打合せにおいて、双方確認し貸与することとす

る。 

   なお、発注者が貸与した資料および情報は、発注者の許可なく第３者に流布してはならない。 

 

7.4  成果品の提出 

   成果物は以下のとおりとする。 
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  ・報告書 １部 

  ・概要版 １部 

  ・図面（Ａ３縮小版） １部 

  ・電子媒体 ２部 

  （ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ、ＨＤＤまたはフラッシュメモリー等） 

  ・その他参考資料 

   その他参考資料とは、業務遂行にあたって収集・活用した資料について報告書の巻末資料として

取りまとめることを言う。 
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